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要旨 

政府は 2021 年 1 月 7 日に 1 都 3 県に対して緊急事態宣言を再発令した。当初、対象地域の GDP

シェアは 33.2%であったが、1 月 13 日には 7 府県が加えられたことで、シェアは約 60%に拡大し

た。ほとんどの大都市圏が含まれたことから、経済全体への影響は深刻度を増している。関西でも

大阪府、京都府、兵庫県がその対象となっており、経済的な影響が懸念されている。 

そこで、本稿では、高頻度・ビッグデータを用いて緊急事態宣言の経済的影響を振り返り、そこ

で得られた知見をもとに、今回の緊急事態宣言再発令が関西経済に与える影響を分析した。結果は

以下のように要約できる。 
  

1. 緊急事態宣言により、人々は行動変容を迫られた。日次ベースの消費支出額は、４月 7 日以

降前年比マイナス幅が拡大し、5 月初旬を底として緩やかに縮小した。カテゴリー別では、

半耐久財やサービスへの支出が大きく減少する一方、非耐久財や耐久財では増加がみられた。 
  

2. 人流(経済活動)への影響では、前回は小売店・娯楽施設、公共交通機関、職場で人出が大き

く減少した。一方、食料品店・薬局は大幅な減少は見られなかった。今回と前回を比べると、

今回の方が公共交通機関、小売店・娯楽施設、職場で人出の戻りが観察できる。 
  

3. 前回宣言時の経験と足下の人流の動向を踏まえ、緊急事態宣言再発令による家計消費減少額

を試算した。基本ケース(1 月 14 日～2 月 7 日)では、今回緊急事態宣言の対象である大阪

府・兵庫県・京都府の 2 府 1 県の消費減少額は 1,858 億円。関西 2 府 4 県では 2,233 億円

となり、2020 年度関西 2 府 4 県の名目 GRP を 0.3％程度追加的に引き下げることとなる。 
  

4. 今回の再発令が経済に与える影響(基本ケース)は前回の 4 分の 1 強とみられる。しかし、コ

ロナ禍によりサービス業を中心に弱い動きが続いている中、関西経済にとって大きな下押し

圧力となる。結果、コロナ禍からの回復過程に水を差すことになろう。 
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はじめに 

APIR の最新の予測(第 131 回)によれば、実質 GDP がコロナ禍以前の水準(2019 年 10-12 月期)

に戻るのは 22 年 4-6 月期、コロナ禍以前のピーク(19 年 7-9 月期)に戻るのは 23 年以降とみてい

る1。図表 0-1 は日本経済の回復パターンを示したものであるが、このベースライン予測には今回の

緊急事態宣言再発令によるマイナスの影響は反映されていない。 

 

図表 0-1 実質 GDP の実績と予測 単位:10 億円 

 

出所：アジア太平洋研究所「第 131 回 景気分析と予測」から筆者作成 

 

本稿の目的は、高頻度・ビッグデータを用いて緊急事態宣言の経済的影響を振り返り、そこで得

られた知見をもとに、今回の緊急事態宣言再発令の関西経済に与える影響を分析することにある。

昨年 4 月 7 日~5 月 25 日において、COVID-19 感染拡大を防遏するために緊急事態宣言が発令され

た。それは、感染拡大をおさえるため経済成長を犠牲にするという壮大な社会実験といえよう。そ

の実験結果及びその後のデータは、高頻度・ビッグデータの形で利用可能となっている。具体的に

は、家計消費や人流の日次データである。これらを用いて、緊急事態宣言の影響を詳細に分析し、

そこから含意を得ようというものである。 

以下、本稿は次のような構成をとる。1.では緊急事態宣言をめぐる chronology を確認しながら、

緊急事態宣言による家計消費と人流に対する影響を日次ベースのデータを用いて確認する。2.では

緊急事態宣言により家計がどの程度不要不急消費を削減したかを推計する。3.では 2.で得られた知

見をもとに、今回の緊急事態宣言再発令の関西経済へ影響を分析する。 

  

 
1 アジア太平洋研究所「第 131 回景気分析と予測」，2020 年 12 月 28 日を参照。 
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1. 緊急事態宣言による家計消費及び人流への影響 

本節では前回発令された緊急事態宣言(2020 年 4 月 7 日～５月 25 日)に関する chronology を整

理しその経済的影響を振り返る。本稿の特徴は高頻度データ及びビッグデータを用いて緊急事態宣

言の影響を明らかにすることにある。具体的に使用するデータは、総務省『家計調査』の日別消費

支出と Google 社「コミュニティ モビリティ レポート」の人流データであり、いずれも日次ベース

のデータである。 

 

1-1 緊急事態宣言を巡る chronology 

図表 1-1-1 は、2 度に渡る緊急事態宣言の経過を chronology 風に整理し、あわせて緊急事態宣

言対象地域の経済規模を示したものである。 

2020 年４月７日に 7 都府県に対し緊急事態宣言が発令され、対象地域の域内総生産(GRP)の国内

総生産(GDP)に占めるシェアは 47.6%であった。16 日には全都道府県に対し発令されたことで影

響が拡大し(GDP シェア:100%)、５月４日には緊急事態宣言期間が５月末まで延長された。14 日

に政府は感染状況が落ち着いている 39 県の緊急事態宣言をまず解除した。これにより対象地域は 8

都道府県となり、GDP シェアは 49.5%まで低下した。更に 21 日に京都府、大阪府、兵庫県が解除

され(GDP シェア:36.6%)、25 日には全国的に解除された。 

前回の緊急事態宣言解除から約半年経った 2020 年 11 月以降、COVID-19 の感染再拡大(第 3 波)

を受け、政府は 21 年 1 月 7 日に 1 都 3 県に対して緊急事態宣言を再発令した。当初、対象地域の

GDP シェアは 33.2%であったが、13 日には 7 府県が加えられたことで、シェアは約 60%に拡大し

た。ほとんどの大都市圏が含まれたことから、経済全体への影響は深刻度を増している。 

 

図表 1-1-1 緊急事態宣言時における都道府県別 GDP シェアの推移 

 
注:GDP シェアは 2017 年度 出所：内閣府『県民経済計算』、各所報道より筆者作成 

 

前回と今回の緊急事態宣言では、対象地域のみならず、制限の内容にも違いがある(図表 1-1-2)。

具体的には、休校措置は前回小中高に対して行われたが、今回は行われない。また、休業要請につ

日付 出来事
影響を受ける

都道府県
GDPシェア 日付 出来事

影響を受ける

都道府県
GDPシェア

4月7日
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡県に

緊急事態宣言を発令
7 47.6 1月7日

東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県に

緊急事態宣言を再発令

(実施期間：1/8~2/7)

4 33.2

47 100.0 1月13日

大阪府、京都府、兵庫県、愛知県、岐阜県、栃

木県、福岡県に緊急事態宣言を再発令

(実施期間：1/14~2/7)

11 59.7

うち特別警戒

都道府県:13
64.9

5月4日 緊急事態宣言期間が5月31日まで拡大 47 100.0

5月14日
北海道、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、京都府、

大阪府及び兵庫県以外の39県の緊急事態宣言解除
8 49.5

5月21日 大阪府、京都府、兵庫県の緊急事態宣言解除 5 36.6

5月25日 全国的に緊急事態宣言解除 0 0.0

4月16日

緊急事態宣言が全国に拡大

うち北海道、茨城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、石川

県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県及び福岡県につい

ては「特定警戒都道府県」とされた。

■前回 ■今回
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いて、前回は遊興施設、運動・遊戯施設、劇場、商業施設などに対して行われた。しかし、今回は

施設に対する休業要請は行われておらず、営業時間の短縮要請が中心となっている。 

 

図表 1-1-2 前回と今回の比較 

 
出所：各所報道より筆者作成 

 

1-2 緊急事態宣言の経済的影響:日次データでみた消費の動態 

以下では昨年の緊急事態宣言期間及びその後の消費動態を日次ベースで確認する。図表 1-2-1 は

総務省の『家計調査』の品目分類による日別支出(二人以上世帯、7 日移動平均)の前年比の推移を示

している。緊急事態宣言(4 月 7 日～5 月 25 日)により、人々は行動変容を迫られた。４月 7 日以降

マイナス幅は拡大し、5 月初旬を底として以降緩やかにマイナス幅は縮小していった。 

 

図表 1-2-1 財・サービス支出計の推移(日次ベース、前年比:%) 

 
注：曜日の影響を除くため 7 日移動平均を行っている。 

出所：総務省『家計調査』 表 6-16 品目分類による日別支出より筆者作成 

前回の緊急事態宣言 緊急事態宣言再発令

2020年4月7日～５月25日 2021年1月8日～2月14日

休校要請 〇 ×

休業要請 遊興施設/運動・遊戯施設/劇場/商業施設など ×

時短要請
飲食店(夜20時まで)

(酒類等の提供は夜19時まで)

飲食店(夜20時まで)

(酒類等の提供は夜19時まで)

時短

働きかけ
×

遊興施設/運動・遊戯施設/劇場/商業施設など

(夜20時まで)

イベント

自粛要請
〇

×

(ただし、開催要件は厳格化)

外出自粛 不要不急の外出
不要不急の外出

(夜20時以降の外出自粛を徹底)

通勤抑制
テレワーク・時差出勤の推奨

(出勤70%削減を目安)

テレワーク・時差出勤の推奨

(出勤70%削減を目安)

(1/8~:1都3県)

(1/14~:11都府県)

制

限

内

容

対象地域

期間

全国(4/16～5/13)

(4/7～4/15:7都府県)

(5/14～5/20:8都道府県)

(5/21～5/25:5都道県)
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次に図表 1-2-2 ではカテゴリー別の財・サービス支出の前年比の推移を示している。緊急事態宣

言期間では、衣服やカバンなどの半耐久財やサービスの伸びが大きく減少していることがわかる。

一方、飲食料品などの非耐久財は内食需要などからプラスで推移しており、耐久財についてはテレ

ワーク拡大によるパソコン需要や巣ごもり消費による TV 需要の高まりがみられる。また特別定額給

付金支給の影響もあり、6 月に入り支出全般が回復する局面がみられる。 

 

図表 1-2-2 カテゴリー別 財・サービス支出の推移(日次ベース、前年比:%) 

 
注：曜日の影響を除くため 7 日移動平均を行っている。 

出所：総務省『家計調査』 表 6-16 品目分類による日別支出より筆者作成 

 

1-3 緊急事態宣言の経済的影響:月次データでみた消費の動態 

図表 1-3 は緊急事態宣言時期を含む 4～6 月の消費動態を整理したものである。緊急事態宣言時期

に絞れば、家計消費支出計は前年比-15.6%減少した。うち、財の支出は同-1.2%減だが、サービ

ス支出は同-49.9%大幅減少となった。また、財支出のうち非耐久財は内食需要の影響もあり同

+6.7%増加したが、不要不急の消費が多く含まれる半耐久財は同-36.7%大幅減少した。一方、巣

ごもり消費やテレワークの拡大により、TV やパソコンなどの耐久財は同+8.8%増加している。 

 

図表 1-3 カテゴリー別 財・サービス支出の推移(月次) 

 
出所：総務省『家計調査』 表 6-16 品目分類による日別支出より筆者作成 
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1-4 人流への影響 

COVID-19 の家計消費への影響と同様に人流(経済活動)への影響をみていく。そのためには、

Google 社の「コミュニティ モビリティ レポート」が有用である。このデータでは、各カテゴリー

(①小売店・娯楽施設、②食料品店・薬局、③公園、④公共交通機関、⑤職場、⑥住居)に分類され

た場所への訪問者(またはその場所に滞在した時間)が曜日別基準値と比べてどのように変化したか

を示している2。 

図表 1-4-1 では、6 つのカテゴリーから緊急事態宣言の影響を受けるものを選んでいる。うち、

小売店・娯楽施設、公共交通機関、職場では前回の緊急事態宣言期間中に人出が大きく減少してい

ることがわかる。一方で、食料品店・薬局への人出は巣ごもり需要の高まりもあり、生活必需品購

入のため人出の大幅な減少は見られない。 

今回の緊急事態宣言再発令と前回を比較すれば、公共交通機関、小売店・娯楽施設、職場への人

出は基準時点よりも減少しているが、人出の戻りが観察できる。一方、食料品店・薬局への人出は

前回よりも減少幅が拡大しているようである。 

 

図表 1-4-1 日次ベースでみた人流の動態:カテゴリー別 

 
出所：Google 社「コミュニティ モビリティ レポート」より筆者作成 

 

月次ベースで前回と今回の緊急事態宣言の人流への影響(1 月 8 日～22 日)を比較すると、公共交

通機関は 11.8%ポイント(前回:-47.0%→今回:-35.2%)、小売店・娯楽施設への人出は 10.8%ポ

イント(前回:-31.5%→今回:-20.8%)、職場への人出は 8.8%ポイント(前回:-26.4%→今回:-

 
2 曜日別基準値とは、2020 年 1 月 3 日～2 月 6 日の 5 週間の曜日別中央値である。なお、各カテゴリーの対象

は次の通りである。小売店・娯楽施設:レストラン、カフェ、ショッピングセンター、テーマパーク、博物館、図

書館、映画館など。食料品店・薬局:食料品店、食品問屋、青果市場、高級食料品店、ドラッグストア、薬局な

ど。 
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17.6%)上昇し、いずれも前回よりも人出が戻っている。一方、食料品店・薬局は 4.1%ポイント

(前回:-1.8%→今回:-5.9%)低下しており、人出は減少していることがわかる(図表 1-4-2)。 

 

図表 1-4-2 緊急事態宣言における人流の動態の比較 

 
出所：Google 社「コミュニティ モビリティ レポート」より筆者作成 

 

 

2. 緊急事態宣言による不要不急消費減少額の推計 

筆者らは昨年５月、緊急事態宣言の発令を受けた関西各府県における家計消費の減少額を試算し

た3。そこでは、家計が消費支出費目の中でも「不要不急消費」を削減すると想定していた。2.で

は、改めて不要不急消費の定義を確認するとともに、家計が昨年４月 7 日から５月 25 日までの緊

急事態宣言下で、不要不急消費に該当する品目をどの程度減少させたか確認する。筆者らの関心は、

同期間における実際の消費の減少額を通じて、家計がどの程度「行動変容」を行ったかを把握する

ことにある。前回の緊急事態宣言の経験を踏まえ、今回の再発令によって、どの程度消費の減少が

見込まれるか考察したい。 

 

2-1 推計のフロー 

本稿で行う不要不急消費減少額の推計フローは以下のとおりである。図表 2-1 が示すように、最

終的な不要不急消費減少額は、ベンチマークとなる家計消費額に、3 つのパラメータ([1]不要不急

消費の割合、[2]減少率、[3]期間)を乗じて計算される。2.ではこれらのパラメータについてそれ

ぞれ説明し、3.でベンチマークとなる家計消費支出と関西における消費減少額の推計結果について

述べる。 

 

  

 
3 後掲参考文献、稲田・木下・野村(2020)を参照。 

前回の緊急事態宣言 単位：%

2020
小売店・

娯楽施設

食料品店・

薬局
公園

公共交通機

関
職場 住居

4/7~30 -30.3 -0.6 -2.6 -44.1 -21.4 12.1

5/1~25 -32.7 -3.0 -5.5 -49.8 -31.2 15.5

4/7~5/25 -31.5 -1.8 -4.0 -47.0 -26.4 13.9

今回の緊急事態宣言

2021
小売店・

娯楽施設

食料品店・

薬局
公園

公共交通機

関
職場 住居

1/8~22 -20.8 -5.9 -24.6 -35.2 -17.6 9.3



  

8 

図表２-1 不要不急消費減少額の推計フロー 

 

 

 

2-2 家計消費に占める不要不急消費の割合 

総務省『家計調査』では、各消費費目を「基礎的支出」と「選択的支出」の 2 つに分類している。

中でも「基礎的支出」は、主に食料、家賃、光熱費、保健医療サービスなどが含まれており、生活

必需品と考えることができる。一方、「選択的支出」は家電をはじめとする教養娯楽用耐久財、被

服、月謝などが含まれており、ぜいたく品とみなすことができる4。 

緊急事態宣言下では、家計はこれらの選択的支出の中から不要不急の消費を削減することとなる。

そこで、筆者らは『家計調査』の「収支項目分類表」を用いて、「１世帯当たり１か月間の日別支

出」に記載されている 500 を超える品目の中から、不要不急の消費に該当する品目を抽出した。

2019 年通年の財・サービス支出計に占める不要不急消費の割合(第１のパラメータ)を計算したと

ころ、29.3％であった5。問題は、家計消費支出の 3 割弱を占める不要不急消費が緊急事態宣言に

よって、実際にどの程度削減されたかである。 

 

２-3 不要不急消費額の減少率 

ここでは、第２のパラメータである家計の不要不急消費額の減少率を確認する。1.で見たように、

『家計調査』では日別の支出額が利用できる。そこで、緊急事態宣言が発令された 4 月 7 日から全

国的に解除された 5 月 25 日までの 49 日間で、家計がどの程度不要不急消費を減少させたかを示

したのが図表 2-2 である。これを見ると、前回の緊急事態宣言期間において、家計は不要不急消費

額を 41.6%減少させたことがわかる。減少率が大きかった品目を見ると、サービス支出のうち、

鉄道運賃などの公共サービスが 88.2％、旅行費などの娯楽関連が 72.5％、外食は 67.3％となっ

 
4 家計調査では、家計世帯の年間収入が 1％変化する時に各支出項目が何％変化するかを示した指標(支出弾力性)

を算出している。支出弾力性が 1.00 未満の支出項目は基礎的支出(必需品的なもの)に分類され、食料、家賃、

光熱費、保健医療サービスなどが該当する。1.00 以上の支出項目は選択的支出(贅沢品的なもの)に分類され、教

育費、教養娯楽用耐久財、月謝などが該当する(https://www.stat.go.jp/data/kakei/kou22/dan22.html)。 
5 2019 年 10 月に消費税の増税が行われており、通年の消費額では増税に伴う駆け込み需要とその反動減の期間

も含まれる。しかし、消費増税前後の期間で不要不急消費比率を比較した場合、大きな差はみられなかったた

め、通年値を採用している。 

ベンチマーク

•基準とな

る家計消

費額

消費割合

•消費額に

占める不

要不急消

費割合[1]

減少率

•不要不急

消費の減

少率[2]

期間

•緊急事態

宣言発令

期間[3]

消費減少額

•緊急事態

宣言期間

の家計消

費減少額
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ている。外出自粛に伴い、関連する家計消費が大幅に減少していることが確認できる。一方で、耐

久財は巣ごもり需要の高まりにより+6.6%増加している。 

 
 

図表 2-2 不要不急消費減少額 

 
出所：総務省『家計調査』 表 6-16 品目分類による日別支出より筆者作成 

 

今回の緊急事態宣言による不要不急消費減少額の推計にあたり、考慮すべき点がある。それは、

前回の緊急事態宣言と今回を比べると、制限の内容が異なっているため、人々の行動が変化した可

能性である。 

まず、制限の内容について、前回は遊興施設や運動・遊戯施設、劇場、商業施設など幅広い業種

を対象として休業要請が行われていた(前掲図表 1-1-2 を参照)。しかし、今回はクラスター(全国

各地で報告されている感染者の集団)の多くが歓楽街や飲食店で発生していることから、飲食店へ

の時短要請に絞った内容となっている6。 

次に、人々の行動が変化した可能性について、Google 社の「コニュミティ モビリティ レポー

ト」から人流の動態を確認したところ、感染再拡大(第 3 波)の中にあっても、多くのカテゴリーで

前回と比べて人出が戻っている(前掲図表 1-4-2 を参照)。コロナ禍慣れの現象がみられるようであ

る。また、今回の緊急事態宣言が再発令された京都府・大阪府・兵庫県の 3 府県において、初めて

の週末である 17 日の人出の調査によれば、繁華街では特に昼間の往来が抑制されず、前回の緊急

事態宣言時に比べ 2.5～3 倍となったと報告されている7。 

これらの状況を踏まえ、今回の緊急事態宣言における不要不急消費の減少率を以下のように設定

した。外食については、前回の緊急事態宣言における減少幅の 3 分の 1、それ以外の品目では、2

分の 1 と、減少率を設定した。その結果、今回の不要不急消費の減少率は 22.7％となる。 

 

 
6 「新型コロナウイルス感染症対策分科会第 21 回(2021 年 1 月 8 日)」配布資料より。 
7 「京阪神、週末の人出 3 倍 繁華街・観光地の昨春比」日本経済新聞 2021 年 1 月 18 日朝刊。本記事では、ア

グープ社の協力を得てスマホの位置情報を基に 17 日(午前 9 時～午後 11 時台)の各地の半径 500 メートル内の

滞在者を分析したところ、道頓堀に近い大阪メトロなんば駅の 17 日の人出は前週比で 17％減ったが、昨春の宣

言中の日曜日に比べると 3 倍以上多かったという分析結果を紹介している。 

(単位：円，%)

項目 品目
2019年4月7日

～5月25日

2020年4月7日

～5月25日
前年同期比

耐久財 自動車、家電、家具等 17,725 18,886 6.6

半耐久財 衣類、バッグ、宝飾品等 31,353 18,281 -41.7

非耐久財 食料品、消耗品等 10,506 10,108 -3.8

公共サービス 鉄道運賃、高速道路料金等 5,186 611 -88.2

外食 外食 19,690 6,431 -67.3

娯楽関連 旅行費、施設入場料、月謝等 24,253 6,666 -72.5

その他 駐車料金、レンタカー等 6,890 6,534 -5.2

115,602 67,516 -41.6総額
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2-4 緊急事態宣言期間の想定 

第３のパラメータである推計期間については、2021 年 1 月 14 日から 2 月 7 日の 25 日間を基

本ケースとして設定する。また、足下の感染状況を踏まえ、参考ケースとして 2 月末(2 月 28 日)

まで延長された場合(46 日間)についても推計を行った。 

 

 

3. 緊急事態宣言再発令が関西経済に与える影響 

3.では、まず不要不急消費減少額推計のベンチマークとなる関西 2 府 4 県における家計消費支出

の導出方法について述べる。その後、家計消費減少額の推計結果を確認する。 

 

3-1. 関西各府県のベンチマーク消費の推計 

消費減少額推計のベンチマークとなるのは、2019 年度の名目民間家計最終消費支出である。名

目民間家計最終消費支出は、内閣府『県民経済計算』を用いる。しかし、『県民経済計算』は最新

の値が 17 年度値であることから、19 年度値に延長推計する必要がある。そこで、実質民間家計最

終消費支出(17 年度値)を、APIR が行った関西各府県の実質 GRP 早期推計の伸び率で延長するこ

とで、19 年度値(実質値)を計算した8。次に、GRP デフレータ(APIR 推計)を用いて、実質値を名

目値へと変換した。なお、今回の緊急事態宣言は大阪府、兵庫県、京都府の 2 府 1 県を対象に発令

されたが、近隣府県でも同等の影響を受けるとみなし、滋賀県、奈良県、和歌山県の 3 県も推計の

対象に加えている。 

図表 3-1 はベンチマークとなる 2019 年度関西各府県の名目民間家計最終消費支出(APIR 推計

値、太枠内)を示したものである。関西 2 府 4 県では 19 年度の消費支出額は 49.0 兆円となる。な

お、関西 2 府 1 県では 40.8 兆円となり、関西全体の 8 割以上を占めている。 

 

図表 3-1 ベンチマークとなる名目民間家計最終消費支出額 

 

出所：内閣府『県民経済計算』、APIR「Kansai Economic Insight Quarterly No.51」より筆者作成 

 

 

 
8 いずれも APIR「Kansai Economic Insight Quarterly No.51」を参照。 

(単位：10億円，%)

大阪府 兵庫県 京都府 滋賀県 奈良県 和歌山県 関西2府4県 関西2府1県

2017年度(実績値) 21,710 12,756 6,214 3,137 3,129 1,953 48,899 40,680

2019年度(推計値) 21,743 12,796 6,219 3,139 3,136 1,953 48,987 40,758
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3-2. 関西各府県における消費減少額の試算結果 

図表 3-2 は関西各府県について、緊急事態宣言再発令による家計消費支出の減少額を示したもの

である。ここでは基本ケース(1 月 14 日～2 月 7 日まで)と参考ケース(2 月末まで)の 2 つを示す。 

それぞれ確認すると、基本ケースにおける家計消費減少額は、大阪府が991億円、兵庫県で583

億円、京都府で 284 億円となる。今回緊急事態宣言の対象となっている大阪府・兵庫県・京都府

の 2 府 1 県の損失額は 1,858 億円と推計される。その他の府県の消費減少額は、滋賀県で 143 億

円、奈良県で 143 億円、和歌山県で 89 億円となり、関西 2 府 4 県では 2,233 億円の損失額にな

る。今回対象となった 2 府 1 県の損失額は全体の 83.2%となる。また、参考ケースでは、家計消

費減少額は関西 2 府 1 県では 3,419 億円、2 府 4 県では 4,109 億円と推計される。 

この結果に基づき、2020 年度の関西 2 府 4 県の域内名目総生産(GRP)への影響を見ると、基本

ケースでは、名目 GRP を 0.3％程度追加的に引き下げる9。APIR の関西経済予測(11 月 26 日時

点、Kansai Economic Insight Quarterly No.51)では、実質 GRP を 2020 年度-5.2%の大幅な

マイナス成長と予測しているが、マイナス幅は幾分拡大する。また、参考ケースでは引き下げ幅は

0.5%程度となっている。感染状況が改善せず、期限が延長された場合は、より経済に与える影響

は大きくなる。 

なお、図表 3-2 では前回の緊急事態宣言下における消費支出の減少額も推計している10。これを

見ると、関西 2 府 4 県の名目家計消費支出の減少額は 8,004 億円となっている。前回と比較する

と、今回の緊急事態宣言再発令が経済に与える影響は 4 分の 1 強とみられる(基本ケース)。しか

し、現状では、コロナ禍によりサービス業を中心に弱い動きが続いており、関西経済にとって大き

な下押し圧力となる。結果、コロナ禍からの回復過程に水を差すこととなろう。 

 

図表 3-2 今回と前回の緊急事態宣言による消費減少額の試算結果 

 
出所：内閣府『県民経済計算』、APIR「Kansai Economic Insight Quarterly No.51」より筆者作成 

 
9 2020 年度の名目 GRP は、APIR が行った超短期予測結果に基づく各府県の推計値を用いている。詳細は APIR

「Kansai Economic Insight Quarterly No.51」を参照。ただし、この推計値には、今回の緊急事態宣言再発令

よる影響は含まれていない。 
10 減少率は図表 2-2 で示した実績値(-41.6%)を用いている。 

(単位：100万円，%)

ケース・期間 項目 大阪府 兵庫県 京都府 関西2府1県 滋賀県 奈良県 和歌山県 関西2府4県

消費減少額 99,120 58,333 28,350 185,803 14,310 14,298 8,905 223,315

構成比 44.4 26.1 12.7 83.2 6.4 6.4 4.0 100.0

名目GDP比

(2020年度)
0.3 0.3 0.3 0.3 0.2 0.4 0.3 0.3

消費減少額 182,381 107,333 52,164 341,878 26,330 26,307 16,385 410,901

構成比 44.4 26.1 12.7 83.2 6.4 6.4 4.0 100.0

名目GDP比

(2020年度)
0.5 0.5 0.5 0.5 0.4 0.7 0.5 0.5

消費減少額 355,246 209,066 101,606 665,918 51,287 51,242 31,915 800,361

構成比 44.4 26.1 12.7 83.2 6.4 6.4 4.0 100.0

2020/4/7

～5/25

基本ケース

(2021/1/14

～2/14)

参考ケース

(2021/1/14

～2/28)
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4. おわりに：今回の緊急事態宣言再発令への含意 

本稿では、高頻度・ビッグデータを用いて緊急事態宣言の経済的影響を振り返り、そこで得られ

た知見をもとに、今回の緊急事態宣言再発令の関西経済に与える影響を分析した。本稿の分析結果

を要約し、そこから得られた含意は次の通りである。 

 

1. COVID-19 の感染再拡大(第 3 波)を受け、政府は 1 月 7 日に 1 都 3 県に対して緊急事態宣言

を再発令した。1 月 13 日に 7 府県が追加されたことで、対象地域の GDP シェアは約 60%に

拡大した。ほとんどの大都市圏が含まれており、経済全体への影響は深刻度を増している。 
  

2. 緊急事態宣言により、人々は行動変容を迫られた。日次ベースの消費支出額は、４月 7 日以

降前年比マイナス幅が拡大し、5 月初旬を底として緩やかに縮小した。カテゴリー別では、

半耐久財やサービスが大きく減少する一方、非耐久財や耐久財では増加がみられた。 
  

3. 人流(経済活動)への影響では、前回宣言時は小売店・娯楽施設、公共交通機関、職場で人出

が大きく減少した。一方、食料品店・薬局は大幅な減少は見られなかった。今回と前回を比

べると、今回の方が公共交通機関、小売店・娯楽施設、職場で人出の戻りが観察できる。 
  

4. 前回宣言時の経験と足下の人流の動向を踏まえ、緊急事態宣言再発令による家計消費減少額

を試算した。基本ケース(1 月 14 日～2 月 7 日)では、今回緊急事態宣言の対象である大阪

府・兵庫県・京都府の 2 府 1 県の消費減少額は 1,858 億円。関西 2 府 4 県では 2,233 億円

となり、2020 年度関西 2 府 4 県の名目 GRP を 0.3％程度追加的に引き下げることとなる。 
  

5. また、2 月末まで延長された参考ケースでは、消費減少額は関西 2 府 1 県では 3,419 億円、

2 府 4 県では 4,109 億円。2020 年度関西 2 府 4 県の名目 GRP を 0.5％程度引き下げる。感

染状況が改善せず、期限が延長された場合は、より経済に与える影響は大きくなる。 
  

6. 今回の再発令が経済に与える影響(基本ケース)は前回の 4 分の 1 強とみられる。しかし、コ

ロナ禍によりサービス業を中心に弱い動きが続いている中、関西経済にとって大きな下押し

圧力となる。結果、コロナ禍からの回復過程に水を差すことになろう。 
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